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資料２



会次第 1

開会１

あいさつ（委員長）２

協議（議事進行：委員長）３

（１） 前回委員会の確認 [資料１]

（２） 基本設計中間報告について[資料2、資料3、資料4]

（３） 測量調査及び補償調査の中間報告について[資料5]

（４） 今後のスケジュールについて [資料46

(5) その他

閉会4



報告対象項目一覧 2資料２ 資料2 p.1

基本設計報告

対象項目

前回搬入道路基本設計—

〇最終処分場施設配置設計1

前回埋立基本設計—

前回浸出水処理施設基本設計—

〇
(埋立造成は前回)

貯留構造物・埋立造成設計2

前回遮水設計—

前回浸出水集排水及び取水導水施設設計—

前回地下水集排水施設設計—

〇雨水集排水施設設3

〇防災調整池設計4

前回ガス抜き施設設計—

〇搬入管理施設設計5

〇管理道路設計6

対象項目

〇建築施設設計（被覆施設）7

前回モニタリング施設設計—

〇覆土仮置場設計8

前回洗車設備設計—

〇
（下水道は前回）

上下水道設備設計9

前回電気、通信設備設計—

前回門扉囲障設計—

〇緑化計画10

〇概略施工計画11

〇概算工事費の算定12

〇財源計画13

前回整備工事の発注形態について—

基本設計の報告内容は以下の表の対象「〇」の内容になります。



１． 最終処分場施設配置設計 3資料２ 資料2 p.1

被覆型の埋立地を中心に、 

搬入から管理・排水・防災に至るまで、 

安全な運営に必要な施設を一体的に整備

します。

1. 施設構成

主な施設分類

・被覆施設
・貯留構造物
・遮水工
・浸出水集排水施設
・地下水集排水施設

主要施設
（埋立地）

・搬入管理施設
・モニタリング施設
・管理棟

（浸出水処理施設と兼用）
・管理道路

管理施設

・搬入道路
・門扉囲障
・覆土仮置場
・防災調整池

関連施設

・ 地盤の安定性： 施設の基礎は、 

十分な支持力のある地盤に設置します。 

・ 法面の安定性： 切土・盛土の法面勾配は、 

安定計算に基づき決定します。 

・ 地形の有効活用： 谷地形を活かしつつ、 

切土と盛土のバランスがとれるように計画します。 

・ 動線計画： 計量設備を出入口付近に配置し、搬入車

両がスムーズに通行できる経路を確保します。 

・ 排水計画： 地形の高低差により自然に水が流れる設

計とし、防災調整池は敷地の下流側に配置します。 

2. 施設配置の基本的な考え方・条件

施設配置図

N



１． 最終処分場施設配置設計 4資料２ 資料2 p.1



下記2ケースについて、構造計算に基づいて比較検討しました。 

 ① 貯留構造物が被覆施設の基礎を兼用する 建築構造物 として設計※1 

 ② 被覆施設の基礎は別途設置した 土木構造物 として設計※2 

経済性の観点から、 

貯留構造物は 土木構造物 として 

設計します。

2． 貯留構造物・埋立造成設計 （貯留構造物） 5資料２ 資料2 p.2

1. 基本方針 （貯留構造物）

・ 目的：  廃棄物層の流出や崩壊を防ぎ、安全に貯留します。 

  また、遮水工と併せて浸出水の外部への流出を遮断します。 

・ 構造：  コンクリートピット

2. 貯留構造物の比較検討

※1 建築構造物での構造計算は、建築

基準法、同施行令、国土交通省告

示・通達、建築学会基準等に準拠 

※2 土木構造物での構造計算は、道路

土工擁壁工指針に準拠 

① ②



1. 基本計画から継続の基本方針

3． 雨水集排水施設設計 6資料２ 資料2 p.2～3

・ 既設水路： 防災調整池を通らない水路として付け替えます。 

・ 豪雨対策： 10年確率降雨を超える流量は防災調整池へと流入させる仕組みを設けます。 

・ 構造： コンクリート2次製品の開水路を基本とします。 

・ 被覆施設の屋根に降った雨水等は集水し、散水に利用します。 

2. 常時における雨水の排水経路

基本計画における基本方針： 施設内の雨水は防災調整池へ排水 

常時における雨水は防災調整池を通さずに下流へ排水 

10年確率降雨を超える流量のみ防災調整池へと流入 

3. 配置

N

雨水流出量は 合理式（ラショナル式） 

水路の排出能力は マニング式※ に従って算定し、 

 施設規模を決定しました。 

 

※ 排水勾配は造成勾配に基づき最緩勾配（0.5 %）、 

   流速は「宮崎県宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく許可申請の手引【技術的基準編】（令和7年度版）」に基づき、 

   0.8－3.0 m/sを目安としました。 



4-1． 防災調整池設計 （基本方針・容量） 7資料２ 資料2 p.4

1. 基本計画において策定した基本方針

・ 配置: 耳川側流域に防災調整池を整備する。

・ 田代川側に防災調整池は設置しないが、耳川側の防災調整池により流出増加分を調整する。

・ 防災調整池から国道横断管までの水路整備を行う。

2. 防災調整池の容量

・ 国道横断管: 1/100年確率以上の流過能力

・ 耳川: 1/40年確率を想定して整備

防災調整池 国道横断管
N

防災調整池は、 

洪水の規模が 年超過確率1/40年以下 の 

全ての洪水に対応できるように設計します。 

雨水調整容量 (1,636 m3)

防災調整池容量 (2,000 m3)

工事期間中に1年に1回浚渫するとし、1年分

の土砂堆積容量を防災調整池内に確保します。

1,636 m3 + 363 m3 = 1,999 m3

≒ 2,000 m3

設計体積土砂量 (363 m3)



① ②

③

4-2． 防災調整池設計 (護岸構造・法定外公共物水路敷) 8資料２ 資料2 p.5

防災調整池の護岸構造

① 堤体上流側の法面:

波浪・雨水等による侵食防止 および 水位低下時の堤体材

料の流出防止を目的に、計画高水位（H.W.L）までをブロッ

ク張、その上部を張芝等で保護します。

② 堤体下流側の法面:

雨水・浸透流等による侵食防止を目的に、

緑化により全面を保護します。

③ 防災調整池の堤体部分の造成: 

盛土材として使用される現地掘削土は、侵食を受けやすい

特徴があります。そのため、底面部及び法面保護の下部１ｍ

に改良土を用いた層を設けます。

法定外公共物水路敷

一次放流先(耳川まで)の水路敷

・ 現況: 自然地形

・ 整備後：

防災調整池の放流水路として

1/100年確率規模の水路に

整備します。

・ 下流部の国道横断管は、1/100年

確率以上の流過能力を既に保持

放流
設備

100年確率規模水路に
改修(管理者協議による)
※現況は自然地形の水路

防災調整池
国道横断管放流地点

法定外公共物の
水路敷

法河川(耳川)
合流地点



5-1． 搬入管理施設設計 （基本方針・搬入管理施設） 9資料２ 資料2 p.6

1. 基本方針

搬入される廃棄物を搬入伝票（マニフェスト）と照合して、搬出元・種類・性状・数量などを確認する施設 

 【管理棟】   ・ 管理施設は搬入車両の動線を考慮して設置します。 

     ・ ユニバーサルデザインの原則に基づいた計画とします。 

 【トラックスケール】 ・ 清掃センターを経由しない搬入を考慮し、管理棟前に設置します。

2. 搬入管理施設

10 tダンプ換算年間発生量分類

－－他施設にて重量計測が可能

搬入管理施設では計測不要

焼却残渣

－－不燃系処理残渣

約3台 / 月315 t
浸出水処理施設から発生

汚泥

約3台 / 年34 t土砂・がれき類

本施設は、人が駐在して対応する有人施設ではなく、無人施設とします。 

なお、浸出水処理施設内の事務所には常駐監理者が駐在することとします。

選定理由： 計測が必要な廃棄物の搬入回数は少なく、 

有人施設とすると適切な基礎が必要となることもあり、経済合理性に欠けるため。

◇ 管理施設

◇ トラックスケール



・ 設置形式:  

  地上式（ピットレス型） 

  選定理由:  

  ✓ 十分な精度と耐久性を有する 

  ✓ 埋込式より低コストで導入が可能 

5-2． 搬入管理施設設計 （トラックスケール） 10資料２ 資料2 p.6

1. 設備仕様

・ 計測対象車両：  

  10tダンプ 

・ 数量： 1基 

  廃棄物搬入車両の台数 

  （1日10台未満） を想定 

2. 設置形式の比較



6． 管理道路設計 11資料２ 資料2 p.7

1. 基本計画において策定した基本方針

・ 舗装対象： 盛土天端全面 

・ 目的：  雨水の浸透に伴う沈下を抑制します。 

   盛土で使用する現地発生土： 締固めが難しく、残留沈下や水浸沈下を起こしやすい

総厚 30 cm

= 表層 5 cm

+ 上層路盤 10 cm

+ 下層路盤 15 cm

・ 表層   : 密粒度アスコン(20) 

・ 上層路盤: 粒度調整砕石(M-30)

・ 下層路盤: 再生クラッシャラン(RC-40)

2. 舗装構成



7． 建築施設設計 （被覆施設） 12資料２ 資料2 p.7

1. 基本計画において策定した基本方針

・ 建築基準法や消防法などの法令に準拠します。

・ メンテナンス等のため、点検歩廊を設定します。

・ 設備： 照明設備、換気設備、消防設備、散水設備、放送設備、監視カメラを設けます。

・ 周辺の景観との調和に配慮します。

2. 被覆施設の架構に関する比較検討

コスト面と施工性に優位性がある 

ラーメン構造 を被覆施設の基本構造

とします。 

 

なお、耐震性・耐久性について、

架構種別による差異はありません。

被覆型最終処分場で用いられる、

ラーメン構造、トラス構造、アーチ構造に

ついて、比較検討しました。



8． 覆土仮置場設計 13資料２ 資料2 p.9

1. 基本計画において策定した基本方針

・ 掘削残土を覆土などに流用するため、場内に残土を仮置きする場所を設けます。

2. 覆土量

掘削

・ 供用開始時には、埋立用覆土として 

掘削残土 10,500 m³ （土量変化を考慮）を仮置きします。 

・ 余った掘削残土は、 

埋立地外周の盛土に活用します。 

必要な覆土量 （9,400 m3） 

・ 保護土（底盤部） ： 2,400 m3 

・ 保護土（壁面部） ： 1,700 m3

・ 中間覆土 ： 2,900 m3

・ 最終覆土 ： 2,400 m3 

覆土仮置き場

工事中の
残土仮置き場

N

埋戻し

覆土置き場 埋立用覆土

残土

※ 可能な限りゼロに 

実施設計にて調整します。 

次期広域最終処分場 整備工事 

掘削残土のフロー図



9． 上下水道設備設計 14資料２ 資料2 p.9

1. 基本計画において策定した基本方針

・ 課題：  上水を使用する施設 （管理棟、浸出水処理施設・散水設備、洗車設備等）は、 

国道327号線や町道から高低差17 m～20 mあるため、 

周辺にある既設の上水設備では配水が困難 

・ 方針： ✓ 雑用水 － 雨水の貯留及び地下水を利用します 

✓ 飲用水 － 購入により対処します。 

2. 上水施設（井戸）の配置 帯水層が連続的に分布する西側に井戸を設置します。 

N



１0-1． 緑化計画 (基本方針・緑化計画) 15資料２ 資料2 p.10～12

1. 基本計画において策定した基本方針

・ 敷地内空地は高木・中木・低木・地被類等により良好な環境の維持に努め、 

原則として、植栽は現地条件に合致した植生を行います。 

・ 埋土種子などの遺伝子攪乱の防止に配慮し、在来種を基本とした種子、苗木を選定します。 

2. 緑化計画 （前半）

・ 植生工：  

必要となる機能に応じて、在来種・外来種を選定します。 

・ 植栽工： 林地開発許可基準に基づき、 

高木性樹木の樹高１ｍの苗木 を 2,000 本/ha 植栽します。 

（法面での施工性・入手のしやすさを踏まえ低い苗木を選定） 

① 植生工・植栽工

② 施設別留意点

・ 盛土法面部： 侵食に対する法面保護機能を早急に 

発現させるために、常緑する外来種 の植生を基本とします。 

・ 覆土仮置き場： 地山であることから 在来種 を基本とします。 

・ 硬岩が分布する切土法面： 成林が見込まれないため、 

植栽の対象外とします。 

スギ・ヒノキ・サワラ植林

シイ・カシ 二次林クヌギ植林

伐採跡地群落

流域界

・ 植生工 （在来種）：

ヨモギ・イタドリ・ススキ・ 

メドハギより選定 

・ 植生工 （外来種）：

クリーピングレッドフェスク等 

・ 現地の植生状況：

植栽に関して、 

現地ではシイ・カシ・クヌギ・ 

スギ・ヒノキ・サワラが植生 

① 植生工・植栽工、② 施設別留意点、③ 植栽箇所

に基づいて、緑化計画（次頁）を策定しました。



１0-2． 緑化計画 (緑化計画・施設別緑化計画) 16資料２ 資料2 p.10～12

2. 緑化計画 （後半） 3. 施設別緑化計画

・ 森林率： 林地開発許可基準（事業区域内の森林

率25 %以上確保）に対して、本計画では森林率

が65 %であり、基準を大幅に上回っています。 

・ 植栽箇所：林地開発許可基準に従って、 

事業計画区域境界から30 ｍ以内を、 

基本的な造成森林（植栽対象範囲）とします。 

③ 植栽箇所 （林地開発許可基準に準拠）

備考

区分・工種

左記以外
： 造成緑地

事業計画区域
境界から30 m
の範囲
： 造成森林

硬岩の分布
箇所は植栽
対象外

－
植生 （在来種）
植栽

搬入道路
切土法面

－
植生 （外来種）
植栽

搬入道路
盛土法面

硬岩の分布
箇所は植栽
対象外

植生 （在来種）植生 （在来種）
植栽

埋立地造成
切土法面

植生 （外来種）
植生 （外来種）
植栽

埋立地造成
盛土法面

埋立完了後
に施工

植生 （在来種）
植生 （在来種）
植栽

覆土
仮置き場

・ 植生 （在来種）： ヨモギ・イタドリ・ススキ・メドハギより選定 

・ 植生 （外来種）： クリーピングレッドフェスク等 

・ 植栽： シイ・カシ・クヌギ・スギ・ヒノキ・サワラより選定 



１1-1． 概略施工計画 (工事順序①－③) 17資料２ 資料2 p.12～13

工事順序
耳川

田代川

耳
川

国
道

327号FH≒83.0

耳
川

国
道

327号FH≒83.0

① 搬入道路の整備: 

 最初に資材搬入ルートを確保します。

② 埋立地周辺の掘削: 

 支持層まで掘削し、残土は場内に仮置きします。

 

③ 貯留構造物の整備: 

 埋立地底部のコンクリート構造物を構築します。

 

④ 埋立地の埋戻し: 

 掘削残土を使って埋め戻し、

被覆施設工事と並行して進めます。

 

⑤ 浸出水処理施設・防災調整池の整備: 

 ③の完了後に④と並行して進めます。

FH 68.5

貯留構造物

① 搬入道路の整備 

② 埋立地周辺の掘削 

③ 貯留構造物の整備 



１1-2． 概略施工計画 (工事順序④－⑤) 18資料２ 資料2 p.12～13

工事順序

① 搬入道路の整備: 

 最初に資材搬入ルートを確保します。

② 埋立地周辺の掘削: 

 支持層まで掘削し、残土は場内に仮置きします。

 

③ 貯留構造物の整備: 

 埋立地底部のコンクリート構造物を構築します。

 

④ 埋立地の埋戻し: 

 掘削残土を使って埋め戻し、

被覆施設工事と並行して進めます。

 

⑤ 浸出水処理施設・防災調整池の整備: 

 ③の完了後に④と並行して進めます。
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④ 埋立地の埋戻し 

⑤-1浸出水処理施設・防災調整池の整備 

⑤-2 浸出水処理施設・防災調整池の整備 



・ 工事用電力： 

本設電力の引き込み完

了までは、発動発電機

にて対応します。 

また、仮設ヤード内に 

防油堤を設けた燃料 

保管施設を設置します。 

１1-3． 概略施工計画 (残土の活用・工事仮設計画) 19資料２ 資料2 p.12

1. 残土の活用

・ 工事中に発生する土は場内に仮置きし、埋め戻しに再利用します。 

・ 場外への搬出を最小限にすることで、コスト削減と周辺道路への負担軽減を図ります。 

・ 工事完了後に残った土は覆土仮置場に保管し、供用後の覆土として活用します。

基本方針

・ 仮設設備: 地形的制約により、工事開始当初からの広範な仮設ヤードの確保が困難 

    ⇒ 仮設設備は施工段階に応じて段階的に整備・拡張します。 

・工事用インフラ: 現場内に利用可能な電力および水源が存在しない 

    ⇒ 工事用インフラは外部からの持ち込みを主体とした計画とします。 

2. 工事仮設計画

・ 工事用給水：  

給水車による全量持ち込み方式 

仮設ヤード内に仮設受水槽を設

置し、工事用水を貯留します。 

大型給水車が安全に進入・転回で

きる動線を確保します。 

・ 仮設排水・濁水処理計画： 

造成エリア（掘削範囲）への自然水の流入を防

ぐため、地下水集排水管として整備する管渠

を設置し、下流へバイパスさせます。 

掘削土工に伴う濁水および給水持ち込みに

伴う工事排水を処理するため、ヤード下流側

に仮設濁水処理施設を設置します。 



１2． 概算工事費の算定 20資料２ 資料2 p.14

概算工事費の算定

・ 令和 7 年度時点の全体概算工事費は約 67.1 億円。

工種別の内訳を右に示します。 

・ 積算には令和 6 年度「土木工事積算標準単価」を使用

し、施設配置図に基づいて概算工事費を算定しまし

た。 



１3． 財源計画 21資料２ 資料2 p.15

財源計画

・ 一般廃棄物最終処分場の整備費用は、 

「循環型社会形成推進交付金」（環境省） 

「廃棄物処理施設整備交付金」（環境省） 

「地方債（一般廃棄物処理事業債）」（総務省） 

を組み合わせて調達されます。 

・ 次期広域最終処分場整備工事における工種を

「循環型社会形成推進交付金交付取扱要領」

及び「廃棄物処理施設整備交付金取扱要領」

に基づき、交付対象か否かを区分したうえで、

財源計画をとりまとめました。 


